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照会/報告 修正方針 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など

税制改正による標準仕様書見直し

1 R7年度

令和7年分

所得に係る

令和8年度

分の個人住

民税から適

用

制度改正 5.0版

１物価上昇局面における税負担の調整及び就業調

整への対応

 （2）特定親族特別控除（仮称）

① 所得割の納税義務者が生計を一にする年齢 19 

歳以上 23 歳未満の親族等（その納税義務者の配

偶者及び青色事業専従者等を除くものとし、前年

の合計所得金額が 123 万円以下であるものに限

る。）で控除対象扶養親族に該当しないものを有

する場合には、その納税義務者の前年の総所得金

額等から次のとおりの控除額を控除する。

② その他所要の措置を講ずる。

○ ● ● 機能ID

0100355

扶養・控除対象配偶者否認 配偶者・被扶養者の所得や年齢区分によって自動で扶養・控除対象

配偶者・特別控除対象配偶者、同一生計配偶者及び所得金額調整控

除対象扶養の否認処理ができること。

また、処理に基づき否認データが自動で作成され、再度扶養が取り

直しされたら更新することができること。

※自動否認は、当該配偶者が配偶者控除又は配偶者特別控除の対象

となる所得を超えている、及び当該被扶養者が扶養控除の対象となる

所得を超えている、専従者であるものを対象に実施する。

配偶者・被扶養者の所得や年齢区分によって自動で扶養・控除対象配偶者・

特別控除対象配偶者、同一生計配偶者、 及び所得金額調整控除対象扶養及び特定親

族特別控除の否認処理ができること。

また、処理に基づき否認データが自動で作成され、再度扶養が取り直しされたら更新す

ることができること。

※自動否認は、当該配偶者が配偶者控除又は配偶者特別控除の対象となる所得を超えて

いる、及び当該被扶養者が扶養控除又は特定親族特別控除の対象となる所得を超えてい

る、専従者であるものを対象に実施する。

報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

※本要件は、WT開催案内に記載のとおり、「住民税の特定親

族特別控除を含む地方税法改正」に関する内容です。本内容

は、令和8年1月1日より各団体の運用に必要な要件と見込ま

れ、早期のシステム実装が求められます。今後予定されている

全国意見照会時点で可能な限り、確定版に近い標準仕様書改定

案を公開したく思いますので、右記回答欄へ広くご意見をお寄

せください。

※要件化に当たっては、省令の内容を反映することが必要であ

るため、本要件の詳細な表現等省令化後に見直したうえで、改

定いたします。

尚、省令化されましたら、速やかに関係団体へご連絡する予定

です。

本機能に関連して、世帯管理の要件に

特定親族特別控除対象者を追加してい

ただきたいです。

#10の修正方針のとおり、特定親族特

別控除は扶養親族のカウントに入らな

い認識ですが、所得を把握するには対

象者を管理する必要があるため。

具体的には、機能ID：0100056「配偶

者、被扶養者及び専従者等の関連付け

を行い、世帯の管理（設定・保持・修

正）ができること。（以下省略）」へ

の追加など。

意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 R8.4.1適合基準日で事業者への影響が

懸念されますが、地方税法改正に伴う

対応であることを踏まえ、異論ござい

ません

特定親族が2人以上いるケースを考える

と否認処理を行うためには、課税資料

に各特定親族それぞれの合計所得の記

載が必要になります。

令和7年分の給報・年金・確申・住申に

個別の欄が新規に作成される見込みが

無いと

それぞれの特定親族に対する合計所得

が分からず、実際の特定親族側の所得

との比較ができませんので否認ができ

ないのではないかと考えます。

疑義なし 意見無し 制度改正であり必須機能となるため 特に問題ございません。 申告レイアウト（申告書・給報・年

報）より、特定親族特別控除（仮称）

対象者およびその対象者の合計所得が

把握できることが前提となります。

WT結果を踏まえて、以下の通り標準オプションとした上で、本機能

を仕様書へ反映いたします。

・標準オプション機能として追加

機能ID：0100056「配偶者、被扶養者及び専従者等の関連付けを行

い、世帯の管理（設定・保持・修正）ができること。（以下省略）」

への「特定親族特別控除」追加。

2 R7年度

令和7年分

所得に係る

令和8年度

分の個人住

民税から適

用

制度改正 5.0版

同上

○ ● ● 機能ID：0100360

の下

新設 特定扶養と特定親族特別控除の双方向への自動及び手動で切り替えができる

こと。

実装必須機能 報告 No1と同様 意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 特定扶対象者と控除金額を比較するこ

とに違和感があり、既存の機能

ID:0100360に倣うと、変更後の要件は

「扶養控除と特定親族特別控除の双方

向への自動及び手動で切り替えができ

ること。」と思料いたします

特になし 必要 意見無し 一部標準オプションとしていただけな

いでしょうか。

既存の機能ID「0100360」で定義され

ている配偶者控除と配偶者特別控除の

双方向への自動及び手動で切り替えと

は異なり、特定親族特別控除（仮称）

対象者は複数人存在するケースがあ

り、それぞれの個人特定・（特定親族

特別控除（仮称）対象者側の）合計所

得との紐づけ・判定が必要となります

ので、自動での切り替えは標準オプ

ションとしていただけないでしょう

か。

必要 機能としては必要ですが、「自動」の

意味合いがシステムもしくは団体様に

よって様々だと思いますので「自動」

は標準オプションの位置づけにする

か、もう少し限定的な記載にすべきと

考えます。

WT結果を踏まえて、以下の通り記載を修正し、一部標準オプション

とした上で、本機能を仕様書へ反映いたします。

実装必須機能

「扶養控除と特定親族特別控除の双方向へ手動で切り替えができるこ

と。」

標準オプション機能

「扶養控除と特定親族特別控除の双方向へ自動で切り替えができるこ

と。」

3 R7年度

令和7年分

所得に係る

令和8年度

分の個人住

民税から適

用

制度改正 5.0版

同上

○ ● 機能ID：0100362

の下

新設 控除額の変わる特定親族特別控除から特定親族特別控除への自動切り換え

（控除額が下がる場合に限る）ができること。

標準オプション機能 報告 No1と同様

配偶者特別控除の項目（機能要件：0100362）に合わせ作成し

ています。WT構成員からの意見を踏まえ、機能要件の記載の

変更も想定しています。特定親族特別控除の対象となる人物の

所得が上昇した場合のケースでの運用を想定しています。控除

額が上がることはありえますが、そこまでの機能は現状配偶者

特別控除でも求めていないため、一旦同様としています。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 R8.4.1適合基準日で事業者への影響が

懸念されますが、地方税法改正に伴う

対応であることを踏まえ、異論ござい

ません

特になし 必要 意見無し 実装は標準オプションが妥当である。 特に問題ございません。 不要 標準オプション機能であれば特に意見

ありません。

WT結果を踏まえて、事務局案の方針のとおり、本機能を仕様書へ反

映いたします。

4 R7年度

令和7年分

所得に係る

令和8年度

分の個人住

民税から適

用

制度改正 5.0版

同上

○ ● 機能ID：0100479

の下

新設 特定親族所得更正処理時に特定親族特別控除の適用額の切替が自動でできる

こと。

実装必須機能 報告 No1と同様 意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 R8.4.1適合基準日で事業者への影響が

懸念されますが、地方税法改正に伴う

対応であることを踏まえ、異論ござい

ません

特になし 必要 不要 機能は必要だが、自動での切替は標準

オプションで良いと考える

特に問題ございません。 納税者側の賦課情報に特定親族特別控

除（仮称）対象者の所得または所得段

階（控除段階）毎の人数を管理し、そ

の更正によって控除額の自動切換（計

算）が行えること、と解釈しました。

不要 特定親族対象者本人の更正がかかった

タイミングで、上記対象者を控除対象

にしていた方の更正も勝手にかかる、

というのは適切ではないと考えます。

標準オプション機能、もしくはエラー

チェックにとどめるべきと考えます。

WT結果を踏まえて、以下の通り一部標準オプションとした上で、本

機能を仕様書へ反映いたします。

実装必須機能

「特定親族所得更正処理時に特定親族特別控除の適用額の切替ができ

ること。」

標準オプション機能

「特定親族所得更正処理時に特定親族特別控除の適用額の切替が自動

でできること。」

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義なし 意見なし 制度改正であり必須機能となるため 特に問題ございません。 不要 通知事由は団体様の任意文言とすべき

と考えますので、根本的に見直しが必

要と考えます。

問題ない旨の意見が多数であるため、WT結果を踏まえて、事務局案

の方針のとおり、本機能を仕様書へ反映いたします。

ー

ー

6 R7年度

令和7年分

所得に係る

令和8年度

分の個人住

民税から適

用

制度改正 5.0版

同上

○ ● 帳票ID：0100034

扶養更新エラーリストの主な出力

条件

＜実装必須出力条件＞

・扶養者、被扶養者の所得要件の超過

・年齢要件の誤り

・被扶養者（所得金額調整控除対象被扶養者含む）が特定できな

かったもの

・事業専従者かつ被扶養者（所得金額調整控除対象被扶養者含む）

となっているもの

・配偶者特別控除の重複

・扶養（同一生計配偶者含む）の重複

・扶養人数と被扶養者（所得金額調整控除対象被扶養者含む）情報

不一致

・配偶者所得の不一致

・「ひとり親控除」の条件に該当しないもの

・「障害者控除」の条件に該当しないもの

・対象者特定時のエラー（マイナンバーのみで一致している、生年

月日とカナ氏名が一致するが、マイナンバーが違う）

＜出力項目＞

・エラー情報

・扶養削除

・追加

・内訳

＜実装必須出力条件＞

・扶養者、被扶養者の所得要件の超過

・年齢要件の誤り

・被扶養者（所得金額調整控除対象被扶養者含む）が特定できなかったもの

・事業専従者かつ被扶養者（所得金額調整控除対象被扶養者含む）となって

いるもの

・配偶者特別控除の重複

・扶養（同一生計配偶者含む）の重複

・扶養人数と被扶養者（所得金額調整控除対象被扶養者含む）情報不一致

・配偶者所得の不一致

・「ひとり親控除」の条件に該当しないもの

・「障害者控除」の条件に該当しないもの

・対象者特定時のエラー（マイナンバーのみで一致している、生年月日とカ

ナ氏名が一致するが、マイナンバーが違う）

・特定親族特別控除の重複

＜出力項目＞

・エラー情報

・扶養削除

・追加

・内訳

報告 No1と同様 意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義なし 意見なし 制度改正であり必須機能となるため 特に問題ございません。 特に意見ありません WT結果を踏まえて、事務局案の方針のとおり、本機能を仕様書へ反

映いたします。

7 R7年度

令和7年分

所得に係る

令和8年度

分の個人住

民税から適

用
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同上

○ ● 帳票ID：0100042

項番32の下

諸元表参照

・（令8.4.1適合）特別徴収税額

決定通知書（納税義務者用）

・（令9.4.1適合）特別徴収税額

決定通知書（納税義務者用）

- 小分類：特定親族特別

内容：所得控除-特定親族特別

報告 No1と同様 意見なし 意見なし 事務局案に賛同する。 その他 R8.4.1適合基準日で事業者への影響が

懸念されますが、地方税法改正に伴う

対応であることを踏まえ、異論ござい

ません

当該改定内容に伴い、省令様式（税額

通知書）の変更が行われると認識して

問題ないでしょうか。

疑義なし 意見なし 制度改正であり必須機能となるため 特に問題ございません。 不要 特徴は複数人分出力していることもあ

り、スペースに余裕がないので金額は

扶養欄に合算でもいいのではないで

しょうか。

WT結果を踏まえて、事務局案の方針のとおり、本機能を仕様書へ反

映いたします。

配偶者特別控除の例に則り、「扶養欄の金額には、特定親族特別控除

の金額は合算しない」ということになると思います。

※総務省令の様式によります。

8 R7年度

令和7年分

所得に係る

令和8年度

分の個人住

民税から適

用

制度改正 5.0版

同上

○ ● 帳票ID：0100043

項番32の下

諸元表参照

（令8.4.1適合）特別徴収税額変

更通知書（納税義務者用）

（令9.4.1適合）特別徴収税額変

更通知書（納税義務者用）

- 小分類：特定親族特別

内容：所得控除-特定親族特別

報告 No1と同様 意見なし 意見なし 事務局案に賛同する。 その他 R8.4.1適合基準日で事業者への影響が

懸念されますが、地方税法改正に伴う

対応であることを踏まえ、異論ござい

ません

当該改定内容に伴い、省令様式（税額

通知書）の変更が行われると認識して

問題ないでしょうか。

疑義なし 意見なし 制度改正であり必須機能となるため 特に問題ございません。 不要 特徴は複数人分出力していることもあ

り、スペースに余裕がないので金額は

扶養欄に合算でもいいのではないで

しょうか。

同上

9 R7年度

令和7年分

所得に係る

令和8年度

分の個人住

民税から適

用

制度改正 5.0版

同上

○ ● 帳票ID：

0100047

項番154「所得控除項目名称」の

内容

諸元表参照

・（令8.4.1適合）納税通知書

・（令9.4.1適合）納税通知書

以下の所得控除額がある場合に出力する

社会保険料控除

小規模企業共済等掛金控除

生命保険料控除

地震保険料控除

寡婦、ひとり親控除 ※１

勤労学生、障害者控除

配偶者（特別）控除

扶養控除
基礎控除

雑損控除

医療費控除

課税年度が平成３１年度以前は

「寡婦、寡夫控除」

以下の所得控除額がある場合に出力する

社会保険料控除

小規模企業共済等掛金控除

生命保険料控除

地震保険料控除

寡婦、ひとり親控除 ※１

勤労学生、障害者控除

配偶者（特別）控除

扶養控除

特定親族特別控除
基礎控除

雑損控除

医療費控除

課税年度が平成３１年度以前は

「寡婦、寡夫控除」

報告 No1と同様 意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 R8.4.1適合基準日で事業者への影響が

懸念されますが、地方税法改正に伴う

対応であることを踏まえ、異論ござい

ません

特になし 疑義なし 意見なし 制度改正であり必須機能となるため 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません WT結果を踏まえて、事務局案の方針のとおり、本機能を仕様書へ反

映いたします。

10 R7年度

令和7年分

所得に係る

令和8年度

分の個人住

民税から適

用

制度改正 5.0版

同上

○ ● 帳票ID：

0100047

項番99の下 - 変更なし 報告 特定親族特別控除が扶養親族のカウントに入らない認識である

ため、P列「要件（変更後）」のとおり変更なしと考えており

ます。

※要件化に当たっては、省令の内容を反映することが必要であ

るため、本要件の詳細な表現等省令化後に見直したうえで、改

定いたします。

尚、省令化されましたら、速やかに関係団体へご連絡する予定

です。

意見なし 意見なし 事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

納税通知書において、特定親族特別控

除額の根拠となる情報（人数）を通知

する（印字）する必要はない（控除額

のみの通知で問題ない）との認識で問

題ないでしょうか。

疑義なし 意見なし 制度改正であり必須機能となるため 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません 同上

11 R7年度

令和7年分

所得に係る

令和8年度

分の個人住

民税から適

用

制度改正 5.0版

同上

○ ● 帳票ID：

0100047

納税通知書

レイアウト

レイアウト修正は不要の想定

- 変更なし 報告 No10と同様 意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

納税通知書において、特定親族特別控

除額の根拠となる情報（人数）を通知

する（印字）する必要はない（控除額

のみの通知で問題ない）との認識で問

題ないでしょうか。

疑義なし 意見なし 制度改正であり必須機能となるため 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません 同上

12 R7年度

令和7年分

所得に係る

令和8年度

分の個人住

民税から適

用

制度改正 5.0版

同上

○ ● 帳票ID：0100067

項番30の下 - 変更なし 報告 No10と同様 意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義あり 本帳票に特定親族特別控除の該当者を含めな

いとした場合、特定親族特別控除の該当とし

て申告された者の照会ができなくなってしま

います。

項番72は不要だと思いますが、項番30に特定

親族特別控除の該当者を含めることで、申告

時点で特定親族特別控除の該当として申告さ

れた者についても確認可能となります。項番

30に特定親族特別控除の該当者を含めるよう

再検討頂くようお願いいたします。（項目名

が問題となる場合、帳票全体において「扶養

親族」を「扶養親族等」に変更すれば解消さ

れると思います）

また同様の理由により、項番29に「配偶者特

別控除の該当者を含める」、項番26に「特別

控除の該当者を含める」も明記することをご

検討願います。

意見なし 制度改正であり必須機能となるため 特定親族特別控除（仮称）対象者の把

握ができない場合、対象者の調査は不

要（申告を新とする）という解釈でよ

いでしょうか。

または、別の調査表等で調査を行う運

用とするご想定でしょうか。

必要 特に意見ありません 扶養調査に関して、扶養親族特別控除を特定扶養親族の人数に含める

想定は現状していません。

地方税法第314条第１項12号に特定親族特別控除に関する条文が追記

されますので、ご確認の上、適宜ご判断いただければと思います。

尚、扶養調査をどのように行うかは自治体の判断による部分がありま

すが、配偶者特別控除と同様の取り扱いとなることを想定していま

す。

別の調査については、特定扶養親族特別控除を持つものに対してEUC

抽出して実施するなど、EUC対応等が想定されます。

13 R7年度

令和7年分

所得に係る

令和8年度

分の個人住

民税から適

用

制度改正 5.0版

同上

○ ● 帳票ID：0100068

項番29の下 - 変更なし 報告 No10と同様 意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義あり No.12と同じ理由となります。 意見なし 制度改正であり必須機能となるため 同上 必要 特に意見ありません 同上

14 R7年度

令和7年分

所得に係る

令和8年度

分の個人住

民税から適

用

制度改正 5.0版

同上

○ ● 帳票ID：0100095

所得証明書

項番19「人的控除内訳」の内容

印字有無を出力時に任意に選択

※所得証明書を発行する際に印字の有無を選択

※印字しない場合は「＊以下余白＊」と印字

社会保険料控除

小規模企業共済等掛金控除

生命保険料控除

地震保険料控除

寡婦・ひとり親控除

勤労学生控除

障害者控除

配偶者控除

配偶者特別控除

扶養控除

基礎控除

雑損控除

医療費控除

印字有無を出力時に任意に選択

※所得証明書を発行する際に印字の有無を選択

※印字しない場合は「＊以下余白＊」と印字

社会保険料控除

小規模企業共済等掛金控除

生命保険料控除

地震保険料控除

寡婦・ひとり親控除

勤労学生控除

障害者控除

配偶者控除

配偶者特別控除

扶養控除
特定親族特別控除

基礎控除

雑損控除

医療費控除

報告 No1と同様 意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 R8.4.1適合基準日で事業者への影響が

懸念されますが、地方税法改正に伴う

対応であることを踏まえ、異論ござい

ません

特になし 疑義なし 意見なし 制度改正であり必須機能となるため 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません WT結果を踏まえて、事務局案の方針のとおり、本機能を仕様書へ反

映いたします。

15 R7年度

令和7年分

所得に係る

令和8年度

分の個人住

民税から適

用

制度改正 5.0版

同上

○ ● 帳票ID：0100095

所得証明書

項番36「人的控除内訳」の内容

老人（同居）、特定、16歳未満、その他、障害者（特別、同居、その他）

の人数

変更なし 報告 No10と同様 意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義なし 意見なし 制度改正であり必須機能となるため 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません 同上

16 R7年度

令和7年分

所得に係る

令和8年度

分の個人住

民税から適

用

制度改正 5.0版

同上

○ ● 帳票ID：0100095

所得証明書

レイアウト修正は不要の想定

- 変更なし 報告 No10と同様 意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

証明書において、特定親族特別控除額

の根拠となる情報（人数）を通知する

（印字）する必要はない（控除額のみ

の通知で問題ない）との認識で問題な

いでしょうか。

疑義なし 意見なし 制度改正であり必須機能となるため 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません 同上

※人数については印字する必要はない認識で問題ありません。

地方税法以外の法令・制度・システム等の改正による標準仕様書見直し

1 省令改正な

し
定型照会 5.0版

2025年1月に国税庁・地方税共同機構から一部の

政令市に問い合わせを実施。政令市側で対応する

事務ではなく、行政区単位で取込及びデータ出力

機能が必要となるため、指定都市要件へ反映す

る。

○ ● 新規追加
税務照会業務オンライン化機能の

要件化
該当機能なし

行政区ごとに、国税庁及び税務署から照会があった個人住民税課税情報に対

する回答を行政区ごとにCSV形式で出力できること。

実装区分：実装必須

【要件の考え方・理由】

地方団体と国税局・税務署の照会・回答に関して必要な情報をやり取りする

ための要件として定義している。

【備考】

詳細は地方税共同機構より示された「eLTAX５期更改における見積参考資

料」及び「eLTAX５期更改に係る仕様書」を確認すること。

本機能に関する最終的な記載ぶり

は、今後公表される見積り参考資

料1.2版を基に要件化いたします。

報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

※本機能に関する最終的な記載ぶりは、今後公表される見積り

参考資料1.2版を基に要件化いたします。

「行政区ごと・税務署管轄ごと」とし

ていただきたいです。

税務署の管轄が行政区を単位としてい

ない場合があるため。

また、機能ID：0108033も「指定都市

の場合は、区ごと・税務署管轄ごとに

出力されること。」と定義しているた

め。

意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

要件（変更後）中、「国税庁及び税務

署」を「国税局及び税務署」に修正を

お願いします。

誤記のため。 事務局案に賛同する。 その他 異論ございませんが、連携されるデー

タの形式についての想定を今後公表さ

れる1.2版よりお示しいただきたいと存

じます。

特になし 指定都市未導入のため未確認 意見なし 特に問題ございません。 不要 税務署からの照会は月数回程度と伺っ

ていますので、標準オプション機能が

妥当と考えます。

WT結果を踏まえて、以下の通り記載を修正し、本機能を仕様書へ反

映いたします。

「行政区ごと・税務署管轄ごとに、国税局及び税務署から照会があっ

た個人住民税課税情報に対する回答を行政区ごとにCSV形式で出力で

きること。」

2 省令改正な

し
定型照会 5.0版 同上 ○ ● 新規追加

税務照会業務オンライン化機能の

要件化
該当機能なし

行政区ごとに、国税局及び税務署から照会があった個人住民税課税情報の照

会対象者情報を取り込めること。

実装区分：実装必須

【要件の考え方・理由】

地方団体と国税局・税務署の照会・回答に関して必要な情報をやり取りする

ための要件として定義している。

【備考】

詳細は地方税共同機構より示された「eLTAX５期更改における見積参考資

料」及び「eLTAX５期更改に係る仕様書」を確認すること。

同上 報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

※本機能に関する最終的な記載ぶりは、今後公表される見積り

参考資料1.2版を基に要件化いたします。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 異論ございませんが、連携されるデー

タの形式についての想定を今後公表さ

れる1.2版よりお示しいただきたいと存

じます。

特になし 指定都市未導入のため未確認 意見なし 特に問題ございません。 不要 税務署からの照会は月数回程度と伺っ

ていますので、標準オプション機能が

妥当と考えます。

WT結果を踏まえて、以下の通り記載を修正し、本機能を仕様書へ反

映いたします。

「行政区ごと・税務署管轄ごとに、国税局及び税務署から照会があっ

た個人住民税課税情報の照会対象者情報を取り込めること。」

3 省令改正な

し

申告・申請

等手続のデ

ジタル化対

応

5.0版

地方税法令上に明文規定を有する申告・申請等手

続のデジタル化において、eLTAXでの実装を行う

手続に「更正請求書の提出」が該当するため、更

正の請求に関する機能を追加する。

○ ● 新規追加
申告・申請等手続のデジタル化対

応
該当機能なし

eLTAX経由での更正請求情報を一括及び個別に取り込めること。

※標準オプション機能を想定

＜参考＞PCdesk Next ガイド（Ｐ

146）

https://www.eltax.lta.go.jp/docu

ments/08930

照会 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

について、「不要／必要」をご回答ください。

※現状対応しているのは、個人住民税の場合は、特別徴収につ

いてのみです。

不要 提出件数が少ないため取り込む機能は

不要と考えます。

追加する場合は、団体によって提出件

数に差異があることを考慮し、標準オ

プション機能としていただきたいで

す。

意見なし 必要 一括及び個別に取り込む機能があった

方が、効率的なため

修正方針（案）について意見等ありま

せん。

不要 個人住民税についてはあまり必要性を

感じません。

必要 住民税の更正の請求は現在使用してい

ないが、今後活用していくことがある

のなら、一括や個別で取り込めるよう

な機能はほしい。

必要 必要 当市では該当件数はあまりないと見込

まれるが、機能としてあれば便利だと

思います。

不要 その他 eLTAXにおける更正請求書の提出は、令和５年10月に実装済みであり、

CSV形式またはPDF形式による出力を可能としております。

そのため、当機構としては、更正請求情報の取り込み機能を設けること

を、

想定した仕様とはしておりますが、税基幹の改修は各地方団体の判断によ

り、

実施されるものとの認識です。

また、「02_（WT資料）4_機能要件_010個人住民税.xlsx」において、

要件の考え方・理由等で、「地方税法令上に明文規定を有する申告・申請

等

手続のデジタル化対応に係る見積参考資料」に関する記載がございます

が、

上記のとおり、令和５年10月に実装済みであるため、

当該見積参考資料には更正請求書に関する記載は特にございません。

更正請求書の仕様については、eLTAXホームページに公開している

インターフェース仕様書（PCdesk Next）内に掲載しております。

事務団体ではないため（有識者）、意

見無し。決定事項に従う。

不要 異論ございませんが、既存の連携ID：

010i028に含める形となると思料いたし

ますので、当該機能の機能IDを追加す

ることのみで良いと思われます。

必要 eLTAXでの対応手続きの対象となって

いるため、要件としては明記して問題

ないと考える。

ただし、利用状況を鑑み「標準オプ

ション」の位置づけで明記頂きたい。

必要 税目共通の更正請求書を取り込んでも直接税

額更正などを行うことができないため、更正

請求に対する経過を記録するくらいの機能し

かシステム化できないと思われます。

メモ機能による運用でも代替可能なため必須

機能ではないと思われますが、標準オプショ

ンとしてであれば記載しても問題無いと思い

ます。（要件の考え方・理由欄に「更正請求

に対する経過を記録する機能等を想定してい

るが、メモ機能等による運用でも代替可能な

ため標準オプション機能としている。」等を

記載して頂けると足並みが揃いやすいかと思

います）

必要 特に問題ございません。 ご記載のとおり、標準オプション機能

として記載いただく前提の回答となり

ます。

不要 標準オプション機能であれば特に意見

ありません。

WT結果を踏まえて、事務局案の方針のとおり、本機能を仕様書へ反

映いたします。

地方団体からの要望等による標準仕様書見直し

1 省令改正な

し
QA737 5.0版

機能要件（指定都市）と帳票要件（指定都市）の

記載に差異があります。どちらが正しいか教えて

ください。

○ ● 帳票ID:0108006

所得証明書 課税項目（課税標準額、所得控除、税額控除等）及び扶養・本人控

除項目等を含む
住民税額（市区町村民税及び都道府県民税それぞれの所得割額、均等割額、

減免額）について、税源移譲前後の額を印字できること。

課税項目（課税標準額、所得控除、税額控除等）及び扶養・本人控除項目等

を含む
 住民税額（市区町村民税及び都道府県民税それぞれの所得割額、均等割額、減免額）証

明書出力項目のうち、以下の項目について、税源移譲前後の額を印字できること。

＜対象項目＞

・市区町村民税所得割額

・市区町村民税住宅借入金等特別税額控除

・市区町村民税寄附金税額控除

・市区町村民税減免額

・都道府県民税所得割額

報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義なし 意見なし 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません WT結果を踏まえて、事務局案の方針のとおり、本機能を仕様書へ反

映いたします。

2 省令改正な

し
QA737 5.0版

指定都市に対応した帳票印字項目・諸元表を追加

する

○ ● 帳票ID:0108006

所得証明書 該当する帳票印字項目・諸元表なし ファイルを新規作成 現時点で付番されている諸元表の

番号「９」以降に作成し、移行の

番号は振り直す想定です。

 

＜現状＞

9 諸元表

10 帳票レイアウト

＜改版後＞

9 諸元表

10 諸元表（指定都市）

11 帳票レイアウト

12 帳票レイアウト（指定都市）

報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりファイルを新しく作成いたします。

項番56～項番59を修正していただきた

いです。

・項番56：内容欄の「及び都道府県民

税分」を削除

・項番57：内容欄の「及び都道府県民

税分」を削除

・項番58：削除

・項番59：内容欄の「市区町村民税分

及び都道府県民税分に分けて印字す

る。」を「市区町村民税分減免額を印

字する。」に修正

要件に存在しない項目のため。

詳細は別紙「02_（WT資料）【案】4_

機能要件_010個人住民税」のとおり。

意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

今回追加された項番56「住宅借入金等

特別税額控除額 税源移譲前（項目名

称及び金額）」のK列の桁数が"19"桁

となっています。

他項目と同じ"14"桁と思いますのでご

確認頂ければと思います。

指定都市未導入のため未確認 意見なし 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません WT結果を踏まえて、以下の通り記載を修正し、本機能を仕様書へ反

映いたします。

・項番56：内容欄の「及び都道府県民税分」を削除

・項番56：「住宅借入金等特別税額控除額 税源移譲前（項目名称及

び金額）」のK列の桁数を19桁から14桁へ修正

・項番57：内容欄の「及び都道府県民税分」を削除

・項番58：削除

・項番59：内容欄の「市区町村民税分及び都道府県民税分に分けて印

字する。」を「市区町村民税分減免額を印字する。」に修正

3 省令改正な

し
QA737 5.0版

指定都市に対応した帳票レイアウトを追加する

○ ● 帳票ID:0108006

所得証明書 該当する帳票レイアウトなし 同上 同上 報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりファイルを新しく作成いたします。

①タイトル行（N民税／N民税）を追加

していただきたいです。

②以下の項目欄は値が入らない仕様

（斜線など）としていただきたいで

す。

・都道府県民税住宅借入金等特別税額

控除

・都道府県民税寄附金税額控除

・都道府県民税減免額

①「税額控除等」欄及び「所得割・均

等割」欄もタイトル行が存在するた

め。

②要件に存在しない項目のため。

詳細は別紙「06_（WT資料）【案】

12_【新規作成】帳票レイアウト_010

個人住民税(指定都市)」のとおり。

意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 指定都市未導入のため未確認 意見なし 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません WT結果を踏まえて、以下の通り記載を修正し、本機能を仕様書へ反

映いたします。

・タイトル行（N民税／N民税）を追加

・以下の項目欄は値が入らない仕様（斜線など）とする

都道府県民税住宅借入金等特別税額控除、都道府県民税寄附金税額控

除、都道府県民税減免額

4 省令改正な

し
QA742 5.0版

「障害」の表記を「障がい」等に変更できること

とする

○ ● 帳票ID:0100047

納税通知書

項番154「所得控除」

内容

以下の所得控除額がある場合に出力する

社会保険料控除

小規模企業共済等掛金控除

生命保険料控除

地震保険料控除

寡婦、ひとり親控除 ※１

勤労学生、障害者控除

配偶者（特別）控除

扶養控除

基礎控除

雑損控除

医療費控除

課税年度が平成３１年度以前は

「寡婦、寡夫控除」

内容

以下の所得控除額がある場合に出力する

社会保険料控除

小規模企業共済等掛金控除

生命保険料控除

地震保険料控除

寡婦、ひとり親控除 ※１

勤労学生、障害者控除※２

配偶者（特別）控除

扶養控除

基礎控除

雑損控除

医療費控除

※１ 課税年度が平成３１年度以前は

「寡婦、寡夫控除」

※２ 「障害」の表記について、「障がい」等の表記を許容する

報告 「障がい」の記載についてはFAQに考え方を示すこととし、個

人住民税側での修正は行いません。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

「障がい」等の表記を許容する旨の記

載が追加となっているが、標準仕様書

上で許容した場合、団体毎に記載が異

なる可能性があり、専用紙への影響も

危惧されるため、一択としていただき

たい。

不要 地方税法にて「障害」の表現が使用されてお

り、地方税法と同様の表記をしたほうが望ま

しいと考えられるため

意見なし 特に問題ございません。 「「障がい」等の表記を許容する」と

のことですので、「障害」の表記でも

問題ないと解釈いたしました。

必要 どちらでも可、という意味であれば、

特に意見ありません。

WT結果を踏まえて、事務局案の方針のとおりといたします。

5 省令改正な

し
QA742 5.0版

同上

○ ● 帳票ID:0100067

扶養調査に関する照会文書

項番39「障害種類（該当○・級

を記載）」

内容

特別 その他

内容

特別 その他

※「障害」の表記について、「障がい」等の表記を許容する

報告 同上 意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

同上 No.4と同様の意見となります。

※U列は入力規則に妥当な選択肢が無いため

空欄としています。

特に問題ございません。 同上 必要 どちらでも可、という意味であれば、

特に意見ありません。

同上

6 省令改正な

し
QA742 5.0版

同上

○ ● 帳票ID:0100068

扶養親族の状況について（照会）

【事業所】

項番38「障害種類（該当なら

○）」

内容

特別 その他

内容

特別 その他

※「障害」の表記について、「障がい」等の表記を許容する

報告 同上 意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

同上 不要 No.4と同様の意見となります。 意見なし 特に問題ございません。 同上 必要 どちらでも可、という意味であれば、

特に意見ありません。

同上

7 省令改正な

し
QA742 5.0版

同上

○ ● 帳票ID:0100069

扶養親族の所得状況等について

（照会・回答）

項番77「被扶養者の障害控除区

分」

内容

「普通・特別」

内容

「普通・特別」

※「障害」の表記について、「障がい」等の表記を許容する

報告 同上 意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

同上 No.4と同様の意見となります。

※U列は入力規則に妥当な選択肢が無いため

空欄としています。

➁帳票レイアウトから削除しない 特に問題ございません。 同上 必要 どちらでも可、という意味であれば、

特に意見ありません。

同上

WT構成員（M市）ご回答欄 WT構成員（N市）ご回答欄WT構成員（H市）ご回答欄 WT構成員（I市）ご回答欄 WT構成員（J市）ご回答欄 WT構成員（K市）ご回答欄 WT構成員（L市）ご回答欄WT構成員（C市）ご回答欄 WT構成員（D市）ご回答欄 WT構成員（E市）ご回答欄 WT構成員（F市）ご回答欄 WT構成員（G市）ご回答欄

対応方針

WT構成員（O市）ご回答欄

通知書に印字する通知事由は以下から該当する内容を全て印字でき

ること。

＜通知事由＞

◆課税資料による事由◆

住民税申告書による・所得税申告書による・給与支払報告書の提出

による・資料により新規課税・所得税申告による・資料により変

更・所得税更正決議書による・減免・免除による・所得税資料によ

る・年金資料による・

所得内容の変更・給与所得の変更による・事業所得の変更による・

配当所得の変更による・雑所得の変更による・譲渡所得の変更によ

る

◆控除額の変更による事由◆

雑損控除額の変更による・医療費控除額の変更による・社会保険料

控除額の変更による・小規模企業共済等掛金控除額の変更による・

生命保険料控除額の変更による・損害保険料控除額の変更による・

寄附金控除額の変更による・配偶者控除及び配偶者特別控除の変更

による・配偶者控除の変更による・配偶者特別控除額の変更によ

る・扶養控除の変更による・老人扶養控除の変更による・障害者控

除の変更による・特・特定親族特別控除及び特定扶養控除の変更に

よる別障害者控除の変更による・老年者控除の変更による・寡婦

（寡夫）控除の変更による・勤労学生控除の変更による・未成年に

よる・老年者による・障害者による・寡婦（寡夫）による・寡婦

（ひとり親）控除の変更・寡婦（ひとり親）により変更

◆条例による事由◆

条例により市区町村民税均等割軽減

◆森林環境税に係る事由◆

森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律により森林環境税を免

除

◆課税誤り・取消・その他の変更◆

課税誤りのため変更・その他の変更・課税誤りのため取消・課税取

消・重複課税による取消・市外居住者による取消・取消（本人用通

知不要）

◆徴収方法の変更に係る事由◆

併用徴収に切替え・普通徴収から特別徴収に切替え・転出により普

通徴収に切替え・年金特別徴収中止により普通徴収へ切替え・介護

保険料年金特別徴収中止により普通徴収に切替え・年金特別徴収不

能により普通徴収に切替え・新勤務先での特別徴収に切替え・退職

により普通徴収へ切替え・休職により普通徴収へ切替え・普通徴収

に切替え

◆一括徴収、月割額変更にかかる事由◆

退職により一括徴収・休職により一括徴収・一括徴収・月割額の変

更による・

◆その他の事由◆

重課税による追徴・所得変動の経過措置・仮徴収還付・賦課異動理

由手入力

No1と同様報告

事務局案 WT構成員（A市）ご回答欄 WT構成員（Q市）ご回答欄 WT構成員（S市）ご回答欄WT構成員（R市）ご回答欄WT構成員（P市）ご回答欄WT構成員（B市）ご回答欄

仕様書分類

ID 要件名 要件（変更前） 要件（変更後） 標準仕様書見直し不要の理由

#

改正・要望内容 標準仕様書改定内容

改正年度 施行日 分類
改定予定版

数

通知書に印字する通知事由は以下から該当する内容を全て印字できること。

＜通知事由＞

◆課税資料による事由◆

住民税申告書による・所得税申告書による・給与支払報告書の提出による・

資料により新規課税・所得税申告による・資料により変更・所得税更正決議

書による・減免・免除による・所得税資料による・年金資料による・

所得内容の変更・給与所得の変更による・事業所得の変更による・配当所得

の変更による・雑所得の変更による・譲渡所得の変更による

◆控除額の変更による事由◆

雑損控除額の変更による・医療費控除額の変更による・社会保険料控除額の

変更による・小規模企業共済等掛金控除額の変更による・生命保険料控除額

の変更による・損害保険料控除額の変更による・寄附金控除額の変更によ

る・配偶者控除及び配偶者特別控除の変更による・配偶者控除の変更によ

る・配偶者特別控除額の変更による・扶養控除の変更による・特定扶養控除

及び特定親族特別控除の変更による・特定扶養控除の変更による・特定親族

特別控除額の変更による・老人扶養控除の変更による・障害者控除の変更に

よる・特・特定親族特別控除及び特定扶養控除の変更による別障害者控除の

変更による・老年者控除の変更による・寡婦（寡夫）控除の変更による・勤

労学生控除の変更による・未成年による・老年者による・障害者による・寡

婦（寡夫）による・寡婦（ひとり親）控除の変更・寡婦（ひとり親）により

変更

◆条例による事由◆

条例により市区町村民税均等割軽減

◆森林環境税に係る事由◆

森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律により森林環境税を免除

◆課税誤り・取消・その他の変更◆

課税誤りのため変更・その他の変更・課税誤りのため取消・課税取消・重複

課税による取消・市外居住者による取消・取消（本人用通知不要）

◆徴収方法の変更に係る事由◆

併用徴収に切替え・普通徴収から特別徴収に切替え・転出により普通徴収に

切替え・年金特別徴収中止により普通徴収へ切替え・介護保険料年金特別徴

収中止により普通徴収に切替え・年金特別徴収不能により普通徴収に切替

え・新勤務先での特別徴収に切替え・退職により普通徴収へ切替え・休職に

より普通徴収へ切替え・普通徴収に切替え

◆一括徴収、月割額変更にかかる事由◆

退職により一括徴収・休職により一括徴収・一括徴収・月割額の変更によ

る・

◆その他の事由◆

重課税による追徴・所得変動の経過措置・仮徴収還付・賦課異動理由手入力

改正・要望内容
標準仕様書

への反映
備考

普通徴収納税通知書等発行

令和7年分

所得に係る

令和8年度

分の個人住

民税から適

用

R7年度5 ●○

同上

5.0版制度改正 機能ID:

0100583



標準仕様書改正等対応表

機能要件 帳票要件

印字項

目・諸元

表

帳票レイ

アウト

業務フ

ローツ

リー図

照会/報告 修正方針 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など 修正方針（事務局案）への回答 回答の理由・詳細など

WT構成員（M市）ご回答欄 WT構成員（N市）ご回答欄WT構成員（H市）ご回答欄 WT構成員（I市）ご回答欄 WT構成員（J市）ご回答欄 WT構成員（K市）ご回答欄 WT構成員（L市）ご回答欄WT構成員（C市）ご回答欄 WT構成員（D市）ご回答欄 WT構成員（E市）ご回答欄 WT構成員（F市）ご回答欄 WT構成員（G市）ご回答欄

対応方針

WT構成員（O市）ご回答欄事務局案 WT構成員（A市）ご回答欄 WT構成員（Q市）ご回答欄 WT構成員（S市）ご回答欄WT構成員（R市）ご回答欄WT構成員（P市）ご回答欄WT構成員（B市）ご回答欄

仕様書分類

ID 要件名 要件（変更前） 要件（変更後） 標準仕様書見直し不要の理由

#

改正・要望内容 標準仕様書改定内容

改正年度 施行日 分類
改定予定版

数
改正・要望内容

標準仕様書

への反映
備考

8 省令改正な

し
QA742 5.0版

同上

○ ● 帳票ID:0100070

所得照会書（事業所・家屋敷課税

者）

項番40「本人該当の選択（生活

扶助・障害者・寡婦・ひとり親・

未成年）」

内容

「本人該当」

内容

「本人該当」

※「障害」の表記について、「障がい」等の表記を許容する

報告 同上 意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

同上 不要 No.4と同様の意見となります。 意見なし 特に問題ございません。 同上 必要 どちらでも可、という意味であれば、

特に意見ありません。

同上

9 省令改正な

し
QA742 5.0版

同上

○ ● 帳票ID:0100095

所得証明書

項番19「所得控除」

内容

所得控除を13個まで記載する。

余白が発生する場合、最後に印字した項目の次に「※※以下余白※

※」を記載する。

内容

所得控除を13個まで記載する。

余白が発生する場合、最後に印字した項目の次に「※※以下余白※※」を記

載する。

※「障害」の表記について、「障がい」等の表記を許容する

報告 同上 意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

同上 不要 No.4と同様の意見となります。 意見なし 特に問題ございません。 同上 必要 どちらでも可、という意味であれば、

特に意見ありません。

同上

10 省令改正な

し
QA742 5.0版

同上

○ ● 帳票ID:0100095

所得証明書

項番36「人的控除内訳」

内容

老人（同居）、特定、16歳未満、その他、障害者（特別、同居、そ

の他）の人数

内容

老人（同居）、特定、16歳未満、その他、障害者（特別、同居、その他）の

人数

※「障害」の表記について、「障がい」等の表記を許容する

報告 同上 意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

同上 不要 No.4と同様の意見となります。 必要 特に問題ございません。 同上 必要 どちらでも可、という意味であれば、

特に意見ありません。

同上

11 省令改正な

し
QA742 5.0版

同上

○ ● 帳票ID:0100095

所得証明書

項番38「本人控除該当の有無・

内訳」

内容

未成年、特別障害、その他障害、寡婦、

特別寡婦、寡夫、ひとり親、勤労学生

※該当する場合に見出しと、「該当」を印字する。該当しない場合

は空白とする。

内容

未成年、特別障害、その他障害、寡婦、

特別寡婦、寡夫、ひとり親、勤労学生

※該当する場合に見出しと、「該当」を印字する。該当しない場合は空白と

する。

※「障害」の表記について、「障がい」等の表記を許容する

報告 同上 意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

同上 不要 No.4と同様の意見となります。 必要 特に問題ございません。 同上 必要 どちらでも可、という意味であれば、

特に意見ありません。

同上

12 省令改正な

し

QA778、

821、904
5.0版

用紙（外部帳票）が「専用紙（圧着用紙）」であ

るものを「専用紙」に変更する

○ ●
帳票

ID:0100042,0100

043

特別徴収税額決定通知書（納税義

務者用）、特別徴収税額変更通知

書（納税義務者用）

専用紙（圧着用紙） 専用紙 （圧着用紙） 報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義なし 意見なし 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません。 WT結果を踏まえて、事務局案の方針のとおりといたします。

13 省令改正な

し
QA804 5.0版

機能要件の改定履歴シートに機能ID:0100708が

新規採番されたという記載があるが、該当の機能

が存在しないため、改定履歴シートを修正する
● 機能ID:0100708

改定履歴

機能ID：0100708

機能IDの変更状況：新規採番

適合基準日：令和8年4月1日

改定履歴

項目ごと削除

報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 異論ございません 特になし 疑義なし 意見なし 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません。 同上

14 省令改正な

し
QA810 5.0版

表示しきれない所得及び課税標準額について、そ

の他所得として合算して表示できることとする

○ ● 帳票ID:0100047

納税通知書

項番153「所得項目名称」

内容

営業等所得

（中略）

分離譲渡所得特別控除

内容

営業等所得

（中略）

分離譲渡所得特別控除

表示しきれない所得についてはその他所得とし、合算して表示する。

報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

「表示しきれない所得についてはその

他所得とし、合算して表示する。」の

文言が追記されてますが、「（令8.4.1

適合）納税通知書」のみであり、

「（令9.4.1適合）納税通知書」の方に

は追記されていないように見受けられ

ます。

この点は問題ないでしょうか。

疑義なし 質問

①今回、所得と課税標準額について表示しきれ

ない場合の対応が追加されましたが、所得控除

と税額控除についても同様の対応が必要ではな

いでしょうか。

②納税通知書について表示しきれない対応を追

加されましたが、所得証明書については対応不

要なのでしょうか。

左記のとおりです。 意見なし 特に問題ございません。 必要 表示しきれない場合の合算は異論あり

ませんが、名称はそれぞれの名称にす

べきと考えます。「その他所得」「そ

の他控除」「その他課税標準」など。

WT結果を踏まえて、以下の通り記載を修正し、本機能を仕様書へ反

映いたします。

・「（令9.4.1適合）納税通知書」にも追記

・所得控除と税額控除についても同様とする

・所得証明書についても同様とする

尚、表示しきれない場合それぞれの名称で表示いたします。

15 省令改正な

し
QA810 5.0版

表示しきれない所得及び課税標準額について、そ

の他所得として合算して表示できることとする

○ ● 帳票ID:0100047

納税通知書

項番46「所得項目金額」

内容

---,---,---,--9

印字対象となった所得項目名称に該当する金額を出力する。

該当する所得金額がある場合のみ出力（0円の場合でも出力）し、存

在しない場合は印字しない（空白とする）。

内容

---,---,---,--9

印字対象となった所得項目名称に該当する金額を出力する。

該当する所得金額がある場合のみ出力（0円の場合でも出力）し、存在しない

場合は印字しない（空白とする）。

表示しきれない所得についてはその他所得とし、合算して表示する。

報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義なし 意見なし 特に問題ございません。 必要 表示しきれない場合の合算は異論あり

ませんが、名称はそれぞれの名称にす

べきと考えます。「その他所得」「そ

の他控除」「その他課税標準」など。

同上

16 省令改正な

し
QA810 5.0版

表示しきれない所得及び課税標準額について、そ

の他所得として合算して表示できることとする

○ ● 帳票ID:0100047

納税通知書

項番155「課税標準名称」

内容

総所得

（中略）

特例肉用牛

内容

総所得

（中略）

特例肉用牛

表示しきれない所得についてはその他所得とし、合算して表示する。

報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義なし 意見なし 特に問題ございません。 所得は課税標準として読み替えまし

た。

必要 表示しきれない場合の合算は異論あり

ませんが、名称はそれぞれの名称にす

べきと考えます。「その他所得」「そ

の他控除」「その他課税標準」など。

同上

17 省令改正な

し
QA810 5.0版

表示しきれない所得及び課税標準額について、そ

の他所得として合算して表示できることとする

○ ● 帳票ID:0100047

納税通知書

項番170「課税標準金額」

内容

---,---,---,--9

印字対象となった課税標準名称に該当する金額を出力する。

該当する課税標準額が存在する場合のみ出力し、存在しない場合は

印字しない（空白とする）。

内容

---,---,---,--9

印字対象となった課税標準名称に該当する金額を出力する。

該当する課税標準額が存在する場合のみ出力し、存在しない場合は印字しな

い（空白とする）。

表示しきれない所得についてはその他所得とし、合算して表示する。

報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義なし 意見なし 特に問題ございません。 所得は課税標準として読み替えまし

た。

必要 表示しきれない場合の合算は異論あり

ませんが、名称はそれぞれの名称にす

べきと考えます。「その他所得」「そ

の他控除」「その他課税標準」など。

同上

18 省令改正な

し

指定都市以

外の帳票要

件に合わせ

た修正

5.0版

帳票要件（指定都市）のうち、内部帳票について

「EUCで代替可」とする ○ ●

帳票

ID:0108002、

0108004、

0108005

課税資料別一覧表、扶養重複確認

用リスト、納税通知書出力明細書

代替可否（内部帳票）

空欄

代替可否（内部帳票）

EUCで代替可

報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義なし 意見なし 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません。 WT結果を踏まえて、事務局案の方針のとおりといたします。

19 省令改正な

し

「デジタル

庁アンケー

ト結果」よ

り

5.0版

実装区分を「実装必須機能」から「標準オプショ

ン機能」へと緩和する。 ○ ● 機能ID:0100195

各種資料登録 実装必須機能 標準オプション機能 報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 異論ございません 特になし 疑義なし 意見なし 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません。 同上

20 省令改正な

し

「デジタル

庁アンケー

ト結果」よ

り

5.0版

実装区分を「実装必須機能」から「標準オプショ

ン機能」へと緩和する。 ○ ● 機能ID:0100521

更正時の参考データ照会 実装必須機能 標準オプション機能 報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 異論ございません 特になし 疑義なし 意見なし 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません。 同上

21 省令改正な

し
QA834 5.0版

市町村民税・道府県民税申告書（分離課税等用）

の税務システムからの出力可否について

○ ● 新規追加

個人住民税申告書（分離課税等

用）

ー

帳票名称：個人住民税申告書（分離課税等用）

帳票概要：当初課税前の送付用の住民税申告書の別表

主な出力条件：＜実装必須出力条件＞・住民税申告書の実装必須出力条件と

同じ

実装区分：標準オプション帳票

用紙：専用紙

機能要件との対応：1.3

報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義なし ねん 意見なし 特に問題ございません。 ご記載のとおり、標準オプション機能

として記載いただく前提の回答となり

ます。

必要 特に意見ありません。 同上

22 省令改正な

し
QA901 5.0版

照会先自治体の首⾧名の印字を標準オプションと

するか、データを保持していない場合の表示の欄

に「印字無し」と記載するかを含めて、WT構成

員にも意見を伺い、対応について検討

○ ● 帳票ID：0100069

帳票ID：0100070

（扶養親族の所得状況等について

（照会・回答））

（所得照会書（事業所・家屋敷課

税者））

大分類：送付先

小分類：首⾧名

内容：首⾧氏名

データを保持していない場合の表示：空欄

大分類：送付先

小分類：首⾧名

内容：首⾧氏名

データを保持していない場合の表示： 空欄印字無し

報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義なし 意見なし 特に問題ございません。 照会先自治体の首⾧名の管理は必須で

はないと解釈しました。

必要 特に意見ありません。 同上

23 省令改正な

し
QA907 5.0版

備考に記載されている「※印字しない場合は「＊

以下余白＊」と印字」と記載内容について、当該

項目は数値型です。

また、所得控除合計については、”以下”も存在し

ません。金額の欄に「＊以下余白＊」は不要では

ないでしょうか？

上記以外にも、「項番33：区分ごとの金額」も同

様です。

「※印字しない場合「************」を表示」等

に修正が必要ではないでしょうか？

○ ● 0100095

項番20：所得控除の内訳（金

額）

項番21：所得控除合計

備考

印字有無を出力時に任意に選択

※所得証明書を発行する際に印字の有無を選択

※印字しない場合は「＊以下余白＊」と印字

備考

印字有無を出力時に任意に選択

※所得証明書を発行する際に印字の有無を選択

※印字しない場合は「 ＊以下余白＊************」と印字

報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義なし 依頼、質問

以下のように項目ごとに表記ゆれがあり、統一

されていません。全体的に見直しをお願いしま

す。

-----------------------------------

・合計収入・所得の内訳（種類名）

 F列「＊以下余白＊」、G列「※※以下余白※

※」となっており印字内容が異なる。

・合計収入・所得の内訳（金額）

 余白に関する記載がない。

・所得控除の内訳（種類名）

 F列「＊以下余白＊」、G列「※※以下余白※

※」となっており印字内容が異なる。

・所得控除の内訳（金額）

・所得控除合計

 「************」となっているがこれは「所得

証明書」を発行する場合の意味か？

・課税標準額

 F列は「************」となっているが、G列は

「※※以下余白※※」になっている。

左記のとおりです。 意見なし 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません。 WT結果を踏まえて、以下の通り記載を修正し、本機能を仕様書へ反

映いたします。

・項目ごとに表記ゆれを統一

24 省令改正な

し
QA921 5.0版

機能ID「0100442」にて、「障害者や生活保護受

給者等の減免対象者を抽出し、一括又は個別で申

請書の作成ができること。」について、新たに帳

票を追加するか検討する。
○ ● 新規追加 ー

帳票名称：申請書（減免対象者用）

帳票概要：障害者や生活保護受給者等の減免対象者を抽出し、一括又は個別

で申請書を作成する。

実装区分：標準オプション帳票

機能要件との対応：3.3

報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義なし 意見なし 特に問題ございません。 ご記載のとおり、標準オプション機能

として記載いただく前提の回答となり

ます。

必要 特に意見ありません。 WT結果を踏まえて、事務局案の方針のとおりといたします。

25 省令改正な

し
QA934 5.0版

納税通知書のレイアウトにおいて、昨年度の通知

書でお知らせした、4月から8月の公的年金から特

別徴収される月と金額」が記載されているが、昨

年度の通知書で通知した金額は仮特別徴収のた

め、通知した金額から変更が生じることがある。

「今年度の4月から8月の公的年金から特別徴収さ

れる月と金額」と修正し、変更前額も記載する。

○ ● 100047

納税通知書

ー

このExcelファイルのシート「（令9.4.1適合）47_納税通知書・税額変更通知

書 (2)」参照

報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

このExcelブックにシートがございますのでご覧ください

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

左記修正方針は不要 昨年度の通知書で通知した金額は仮特

別徴収のため、通知した金額から変更

が生じた場合、これまでは変更後の金

額のみを通知していたが、それで必要

十分であると考える。令和7年度内に税

務システム標準化で標準仕様準拠の帳

票レイアウトを一度整えた後に、さら

にその後帳票レイアウトに変更を加え

ることは、追加で余計なシステム改修

やテストが発生することとなる。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義あり 「昨年度の通知書でお知らせした、4月から8

月の公的年金から特別徴収される月と金額」

を「今年度の4月から8月の公的年金から特別

徴収される月と金額」に変更することについ

ては賛同いたします。

しかし、「今年度の4月から8月の公的年金か

ら特別徴収される月と金額」の変更前額は、

新年度の当初納税通知書発送時点で昨年度の

通知書の発送時点に基づく仮徴収税額を記載

する必要があり、正確な時点を捕捉すること

が困難と思われるため反対いたします。

変更前額の追加の代替案として、以下のよう

な案内文を追加することを提案いたします。

「翌年度の4月から8月の公的年金から特別徴

収される金額は、今年度の通知に基づいて徴

収されますが、課税状況により変更となる場

合があります。確定した金額ついては翌年度

の納税通知書でご確認ください。」

反対

帳票レイアウト上、現状の項目にて既にいっぱ

いであり「変更前額」を新たに1行追加する余地

はありません。追加するとなると帳票サイズの

見直しも含め大幅な改修が必要で実装は困難で

す。また、納税通知書として変更前額の記載す

る理由が不明瞭です。

左記のとおりです。 意見なし 文言の変更につきましては、特に問題

ございません。

しかし、変更前額は不要ではないで

しょうか。

賦課情報は課税年度単位で管理してい

るため、前年度賦課情報で通知した

（翌年）仮徴収税額と、今年度賦課情

報で通知する（現年）仮徴収税額につ

いて正確に変更前後を判定することは

困難となります。

必要 特に意見ありません。 変更前額の記載については、反対意見が多数あったため、仕様書へ反

映いたしません。「今年度の」記載部分のみ追記いたします。

26 省令改正な

し
QA692 5.0版

「退職所得の調定情報」については、退職所得分

離課税分の調定情報を想定しています。表記につ

いては次回改版時により明瞭な表記とするか検討

します。

○ ● しんんこ

税目の固有の要件に対応して取り込めること。

税目の固有の要件は、税額更正取込においても同様とする。

・個人住民税については、事業所（特別徴収義務者）と従業員（特

別徴収該当者）の情報を紐づけて取り込めること。退職所得に係る

所得割についての内訳を取り込めること。納期特例の事業者（特別

徴収義務者）について、納期特例の納付月に調定情報が連携される

こと。退職所得の調定情報、控除超過額（配当割、株式等譲渡所得

割控除額）を管理（設定・保持・修正）できること。

税目の固有の要件に対応して取り込めること。

税目の固有の要件は、税額更正取込においても同様とする。

・個人住民税については、事業所（特別徴収義務者）と従業員（特別徴収該

当者）の情報を紐づけて取り込めること。退職所得に係る所得割についての

内訳を取り込めること。納期特例の事業者（特別徴収義務者）について、納

期特例の納付月に調定情報が連携されること。退職所得分離課税分の調定情

報、控除超過額（配当割、株式等譲渡所得割控除額）を管理（設定・保持・

修正）できること。

報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

こちらは収納管理の機能要件の記載になります。

添付資料はありませんがご意見いただければと思い記載してお

ります。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義なし 意見なし 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません。 WT結果を踏まえて、事務局案の方針のとおりといたします。

27 省令改正な

し

収納管理に

来た自治体

からの意見

5.0版

収納管理において、全国意見照会時に下記意見を

受領しており、WTでの構成員の回答を踏まえ

て、納税証明書の納税義務者氏名を基本データリ

ストの100桁に合わせるべく、「桁数：50/2」に

改定予定あり。

「納税証明書「納税義務者氏名（名称）」につい

て、現行の桁数：１５/３だと字漏れ該当者が多

く発生するため、桁数を増やしていただきた

い。」

 

個人住民税の所得証明書についても、氏名が桁

数：40/2となっていることから、収納の対応と合

わせて5.0版での対応を検討したい。

○ ● 100095

項番4：氏名 桁数／行：40/2 桁数／行： 40/2 50/2 報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

氏名の桁数が50桁（２行）に拡張と

なっているが、証明書の用紙サイズ

（A4縦）を考慮すると、現在のレイア

ウトに収まらないと考える。

桁数の再考や、フォントサイズの縮小

が必要ではないでしょうか。

懸念事項あり 所得証明書の氏名欄の文字数を増やすにあた

り、現状のフォントサイズのまま100文字を

印字するにはスペースが不足するため、氏名

欄のフォントサイズを縮小する必要があると

考えます。

この場合、氏名欄のフォントサイズが隣接項

目の住所、生年月日と異なってしまうため違

和感が生じると思われます。

意見あり

40/2⇒50/2にすると、現状のフォントサイズで

は帳票レイアウト上収まりません。帳票レイア

ウトに収まるように文字フォントの見直しをお

願いします。

左記のとおりです。 意見なし 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません。 WT意見を踏まえ、変更前の40/2桁にします（変更なし）。

※証明書のレイアウトやフォントの見栄えを考慮。

※収納側への意見から、氏名の欄について、40/2桁で足りると想定さ

れることから。

28 省令改正な

し
QA1034 5.0版

個人住民税普通徴収納付書の「前納報奨金」とい

う欄について使用しないので、項目名を印刷しな

い、もしくは斜線を引き等の対応をとってよいか

確認したいです。

○ ● 帳票ID：100047 納税通知書

項番146~149

実装必須項目 標準オプション項目 報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義なし 意見なし 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません。 WT結果を踏まえて、事務局案の方針のとおりといたします。

29 省令改正な

し

税目共通の

修正
5.0版

税目横並びで基本データリストに合わせるため、

口座名義人カナを半角30桁に統一する。

○ ● 帳票ID：100047 納税通知書

項番12

口座名義人

※桁数は全銀協規定フォーマットを参考

全角カナとする。

口座名義人

※桁数は全銀協規定フォーマットを参考

半角カナとする。

報告 F列の「改正・要望内容」を踏まえて、P列「要件（変更後）」

のとおりといたします。

意見なし 意見なし 修正方針（案）について意見等ありま

せん。

事務局案に賛同する。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、

制度所管省庁において適切にご判断い

ただければ、当団体から意見はござい

ません

特になし 疑義なし 意見なし 特に問題ございません。 必要 特に意見ありません。 同上


